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Ⅶ.製造工場 製粉 (動力別 5分類,ひき臼)･搾

































































































































































































































工 ･光沢仕上師 染物師 舗石工 ･石工 煙突掃
除夫 彫刻師 針工 ･師製作者 楽器機械工 金
銀箔師 理髪師 髪結い 漁師 (営業日的) 野
菜 ･果物栽培者 日傘 ･雨傘製作者 縫帆工 木
ねじ･木靴 ･さじ･靴型製作者 車大工 ･修繕工

























































































































































































































































































分 野 . 業 種 営 業 設 備 就 業 者
施設.工場 機械.装置 親方 .職人 .徒弟 労
働 者 欄 番 号Ⅰ.紡績物 機械紡績業
○ ◎ 1- 7
1.羊毛 ○a) 紡毛糸b 枕 ○ ◎ 8
-142.木綿 ○ ○ ◎ 15
213.亜麻 ○ ○ ◎
22-28a) 麻糸b 租麻糸 ○ ○ ◎
29-35Ⅱ.
織物 ○ ○ 36,371.稼動織機 自前と賃金用A.営業としてa) 絹と半
絹b) 木綿と半木綿 ○ ○
38,39C) 亜麻布と半亜麻布
○ ○ 40,41d) 羊毛と半羊毛 2
43e) 靴下製造 ○ ○
44,45f) リボン織物 ○ ○ 6 7
g) その他 ○ ○ 48,4950B.副就業としてa




よび絹撚糸施設 ○ ◎ 59-6465 74 半羊毛布地のための工場
a) 毛布地工場 ○b その他
① ◎ 73-805.木綿,半木綿布地工場 ○ 8ト 8
6.亜麻布地工場 ○ (D ◎ 89-9
67.棉,半絹布地工場 ○ (D ◎
97-1048.肩掛け工場 ○ (
D ◎ 105-1129.リボン工場 ○ C) 13
-12010.織機工場 ○ ① ◎ 12ト 8
ll,縁飾り商品工場 ○ 0 ◎
129-13612.靴下工場 ○ ①
◎ 137-14413.レース工場
○ ① ◎ 145-152ⅢL織物業に類似
の工場 ○ ① ◎ 153-1581.天
然 .化学漂白工場a) 布地漂白工場b
撚糸漂白工場 ○ ◎ 159-1642.トルコ赤染色工
場 ○ ◎ 165-1703.絹染色工場
171-1764.その他の染色工場 ○ ◎ 7
825 一切の種類の布地捺染工場 8 90
6.光沢仕上 .裁断 .晒施設 ○
◎ 19_卜1967.詰め綿工場
○ ◎ 197-2028.毛紡績工場,税毛工
場,織縁紡績工場 ○ ◎ 203-208Ⅳ.製造工場
○ ○ ○ 209-2111.
製粉工場a) 水力b 風 (ドイツ式 .オランダ式別) ○ ○ 212-21
5C) 畜力 ○
216-218d) 蒸気 ○
○ ○ 219-2212.搾油工場 ○ 22, 3






.水運業用 ⑳ 252,25310 すべ
ての種類の金属製造用 ⑳ 254,255ll.鉄道用 (機関車と稼動蒸気機関) ㊤
256,25712.その他 辞 8 9Ⅵ.金属工場,および採鉱業に附属するか,また
類似の企業 ◎ 260-2711.鉄工場 (炉の 6種別) ○ (
D2.針金工場 ○ ◎ 2
72-2773.枚櫛工場 ○
◎ 278-2834.縫針工場 ○ 8
4-2895.ピン工場 ○ ◎ 290
2956.鉄商品 .ブリキ商品工場 (4種別) ○ ◎ 296-30
7.製鋼工場 (炉の4種別) ○ ①
◎ 306-3158.鋼鉄商品工場 ○ 1 21
9.銅工場 ○ ◎ 322-32
710.真鎗工場 ○ ◎ 3
28-333ll.精錬工場 (鉛から硫黄生産にいたる8製品) ○ ◎ 334




◎ 358-36316.ガラス工場 ○ ○
364-37017.ガラス研磨工場
○ ◎ 371-37618.
陶磁器工場 ○ ◎ 377-38219.その他の陶磁器工場
383-38820.医療用および営業用化学製品工場 ○
◎ 389-39421.可燃物工場 ○
◎ 395-40022.火薬工場 ○ 40ト 6
23.石膏,アスファル ト,セメント,Schlemmkreide工場 ○
◎ 407-41224,炭酸カリ.Weidasch煮沸工場 ○
○ 413,41425.石灰焼工場 ○ 5 6
26.レンガ工場 ○ ○ 417,
41827.タール窯 ○ ○ 4
19,420Ⅶ.その他の工場 ○ ◎
421-4261.防水布および油絹工場2 製紙工場
○ ① ◎ 427-4343 壁紙工場 35 40
4.板紙,色紙,厚紙細工,金モール,屋根紙,紙軟塊工






○ ◎ 477-482ll.代用コーヒー工場 83
-48812.石鹸 蝋燭 油および油商品工場
○ ◎ 489-494タ タ13.澱粉および糊,食用澱粉工場
495-50014.封蝋,封 じの り,羽茎,鉛筆,鋼ペン工場 ○ ◎ 501 6
15.日傘,雨傘工場 ○ ◎
507-51216.すべての種類の塗物工場 ○ ◎ 13
51817.金 .銀マニュファクチ
ャー ○ ◎ 519-52418.ボタン工場 25 30
19.車工場 ○ ◎



















































































造 ･精錬,金属製品の製造 ･加工 ･精製,およ
びレンガ,ガラス,石灰製造,化学製品製造
等々に属する営業体がこれまでの10営業種をは








は炉の6種別 (溶鉱炉 ･精錬火床 ･撹錬鉄炉 ･
錬鉄炉 ･溶銑炉 ･反射炉),および製鋼場では






































































































































































































































































































































































































































































































































屋制 と結 びつ くとは限 らず,マニュファク
チャーや大工場と関係 しながらその外部生産単
位 (賃労働者)として働 く者もあったろう｡
では,このような現実の経済関係を営業表は
どのように映し出そうとしたのか｡マニュファ
クチャーや機械制工場生産のより進んでいる分
野ではその施設数と機械 ･装置数がそのまま記
＼らから原材料を提供され,彼らに完成商品をひき渡すよう
な営業的企業も算定されることになる｣(Gewerbetabele
1846,a a.0.,S 441)とあるOほぼ同じ規定が,W
DieterlCi,UebersIC虹 a.a.0,S150,にもみられる｡
要するに,工場 (Fabrlk)とは,マニュファクチャー
なり機械制のもと労働者が共働している物的施設のみな
らず,手工業者が前貸資本に包摂されている問屋制組織
をも併せ含むものと理解されていた｡これらが結果とし
て市場販売用大取引に従事する経営層として一括されて
いたのである｡これは18世紀采のプロイセン営業表に共
通した考えである｡
第21号 (2001.4)
載されている｡ これがこれまでのプロイセン営
業表であった｡これは金属 ･建築資材工場や製
造工場,紡績業などでみられた通 りである｡ 加
えて46年表で初めて就業者が労働者として性 ･
年齢区分を伴って表示された｡従い,この分野
では先にみた工場で労働者が職工長の監督下ま
とまって働いている作業場が想定できよう｡ し
かし,こうした段階に達せず,大取引用の活動
とはいってもそれが手工業や問屋制家内工業に
もとづ く場合,先の工場業主のもとにある営業
であれば,どのような記載方法がとられるのか｡
この点に関する検討材料を与えてくれるのが
工場表にある ｢Ⅱ.織物｣分野であろう｡19世
紀50年代以降の工業化の大波がおし寄せる以前
の40年代には,織物業ではいまだ農村内家内工
業,また農家の副業として手工業的生産が支配
的であった｡紡績業に比 し織物業での機械化は
遅れていた｡これらは多くが前貸間屋商人の下
に従属 し,原材料供給や完成製品販売はその問
屋商人およびそれと直接生産者 (織工)の間に
あって業務統轄を担 うFactorとよばれる仲介
人 (Vermitler)によって手配されていた｡工
場ではなく分散された織工の自宅が織物作業場
であり,これは施設としては計上されえない｡
これまでの営業表においては織物業の欄では施
設数が計上されなく,稼動織機が営業 ･副業,
また製品別に記載されるに留まったのはこのこ
との反映である｡46年表で新たにつけ加えられ
た就業者 も,それが労働者 としてではなく親
方 ･職人 ･徒弟とされていることもこの分野で
の農村手工業の広範な存続を裏づけるものであ
ろう｡ しかしながら,このように生産場がその
生産力レベルとしては多 くが手工業段階にある
のもかかわらず,問屋商人によって市場販売用
生産にくみ込まれているため,営業表において
は織物業は手工業ではなく工場に枠組みされて
いるのである｡ この点が機械化のより進んでい
る紡績業 との違いである｡ そこでは同じく材
料 ･製品別分類をとりながらも,初めから施設
と機械 ･装置,ならびに労働者数が計上されて
いる｡
1846年 ドイツ関税同盟営業表について
ところが,46年工場表において初めて同じ織
物分野での布地用工場として,羊毛 ･木綿 ･亜
麻 ･絹布地製造の4分類がとられ,ここではそ
れぞれの施設と機械,および労働者の数が挙げ
られている｡ これは工場に対する分類基準であ
る｡ つまり,問屋,マニュファクチャー,機械
制下の作業場がまず施設として,そこの織機が
機械 ･装置として,さらに織工とその他従業者
が工場労働者として記載されているのである｡
同じ織物業を村象にしたこうした別様の計上は
工場制という経営形態のさらなる出現 ･伝播が
無視できないものとなり,織物業中のその部分
だけを別掲しようとする試みである｡ しかも,
布地製造以外にも肩掛けからレース製造までの
6業種にこれを拡げようとしたのである｡
つまり,織物業での多様な経営形態を前にし
て,46年営業表はこれを二面から捕捉しようと
したわけである｡ 一方では,織物分野での物的
装置-稼動織機を主営業/副業別と製品別の計
10種において捉え,かつ新たに主営業での就業
者を手工業生産者として一括記載しようとした｡
これはこれまでの営業表の方向に沿ったもので
ある｡ すなわち,経営形態を不問にしたまま,
すべての種類の営業体 (独立手工業や家内工業,
マニュファクチャーや機械制工場)に配置され
ている織機数と織工数が計上されている｡ 工場
制の織物業を含めながらも,分類では手工業生
産における標識を用いている｡ 従い,ここでは
工場織工を他の織工から区別することができな
い｡また,作業現場にはその他の手指 ･整経 ･
軸巻 ･模型作り等々の助手 (Hilfskraft),また
運搬や清掃等々の補助労働に就いている者もい
るのだが,この層はここには含まれていない｡
このため織物分野に従事 している就業人口はこ
こには掲示されていない｡ところが他方で,工
場様式で営まれている織物業にあっては,施設
の他に機械 ･装置として織機が力織機/手織機
別に,また工場織工が労働者として,しかもそ
こには先の助手層と一緒にされて計上されてい
る｡ ここでは別の記載様式が採用されている｡
こうして,後にプロイセン統計史をまとめた
21
R.ペックのいうように,｢既に1846年調査の際
に,工場用に活動している織機およびそこで働
いている労働者は2度にわたり工場表に記入さ
れることになったため (ことに労働者はそうで
ある;1度目はその他の工場労働者と,2度目
は手工業様式で働いている織工と一緒にされ
て),正しい帰結を得ることがいかに難しいか
が明らかになった｡--このため,織物工場と
その他の織物業で働いている人間の数を営業表
から確定することは依然として不可能なままで
ある｣28)ということになる｡
工場における織機は一方では他の稼動織機と
一括され他方では工場の機械 ･装置として計上
され,また工場織工は一方では他営業での織工
と一緒にされ他方では他の工場労働者とまとめ
られ,いずれもが二重に計算されている｡また
稼動織機のもとでの織工総数では助手層を除外
しているため就業人口としては過小であり,他
方で工場労働者と織工全体を合算して工場織工
を控除して推計しようとしても,その工場織工
数が不明なため不可能であり,また工場以外で
の助手の数もわからない｡結局,織物分野での
就業人口を算出できないという,統計表として
は実に不首尾な事態に終わっている｡
46年工場表はこれまでどおり各分野 ･業種ご
との物的設備の調査を基調にしながらこれに新
たに就業者構成を部分的ではあるが附加したも
のである｡ これはいってみれば製造場での物と
人の配置調査である｡ ところがこの単なる配置
調査の枠をこえて,特に工場様式にある物と人
の配置をあえて二重計算を承知してまでも実施
しようとした｡これは工場制生産の拡張という
現実になんとか対応しようとする試みではあっ
た｡しかし,機械制生産確立以前の現実の多様
性にひきずられ,旧い表示様式と新たなそれと
を併用したがため,同じ単位を一枚の表に二度
にわたり計上するという統計表としては不都合
な結果をもたらすことになった｡ やはり,ここ
では営業の経営形態別分類を前面に立て,それ
28) 良.Boeckh,Entwtckelu7Lg,S80
22 調査と研究
ぞれのカテゴリー別に同質の経営単位をまとめ
あげ,その上でそれぞれの経営種に特有の物的
装置と人的構成を記載してゆくという方式が採
られるべきであろう｡ これは,これまでのプロ
イセン営業表に欠けていた経営調査としての性
格を加味してゆくことである｡
お わ りに
46年関税同盟営業表は,部分的修正や拡張を
伴いながらもこれまでのプロイセン営業表の
もっていた性格を濃厚に受け継いだものであっ
た｡従い,その欠陥をも引きずらなくてはなら
なかった｡
同じ営業体の捕捉を冒ざしながら,旧プロイ
セン時代からの手工業者/工場の二分法を採用
していた｡もともとこの2つはそれが捉えよう
とする目標に異なったものがあり,前者のそれ
は業種ごとの就業者とその職業身分別分類であ
り,後者のは製造施設と機械 ･装置の配置状況
であった｡46年表において,この2つが初めて
表として分離された｡第1表は手工業者を捕捉
の主対象に据えながら,異質な経営といえるそ
の他の販売,流通,サーヴィス分野すべてを包
含するものとなった｡このため異質な経済活動
が分類標識を不統一にしたまま一連の統計表で
連結されるという結果がもたらされた｡プロイ
セン営業表のこれまでの悪弊がそのまま残され
ている｡ 加えて,手工業者分野そのものにも旧
来の都市ツンフト制のもとで想定されてきた局
所的営業をこえて,農村手工業や工場制ともよ
ばれるような経営層が輩出してき,これまでの
第21号 (2001.4)
手工業者表の枠組みの狭さが問題となってきて
いる｡
第2表として工場表を独立させ,局所的営業
をこえた比較的大きな経営を捉えようとすると
ころに46年表の眼目があった｡しかし,農村家
内工業から機械別工場にいたるまでさまざまな
経営形態を混在させた現実の経済関係を前にし
て,関税同盟の用意した工場規定ではこれに対
応できない｡｢大取引に従事する営業｣という
中には,本来の工場生産も問屋制に組織された
家内手工業も,その区別がなされないまま一括
され,工場が他と区別される基本的基準が生産
力レベルにあるのか経営組織関係にあるのか,
また両者を複合したものにあるとすればその相
互関係はどうあるのか,これが最後まで不明の
まま残された｡
手工業も工場も同じく物的商品の製造 ･加
工 ･精製にあたる経営組織である｡ 従い,同一
分野 ･業種には経営組織全体を構成する同種の
単位として手工業的経営体も工場経営体もある
わけで,経営形態別分類をベースにしてそれぞ
れのカテゴリーに属する個体 (単位)ひとつひ
とつを枚挙し,その施設 ･設備,機械 ･装置,
雇用主 ･被雇用者の数を調べ挙げるという方向
が,複雑 ･多様化してゆく現実の営業状態を統
計的に整理して把握する途かと考えられる｡ プ
ロイセン営業表の二分法が現実妥当性を失い,
それに替わる集団観察様式の必要性を初めて示
したのが1846年関税同盟営業表であったといえ
る｡
